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(参考資料)スギホールディングス社における IFRS 導⼊の負担
2025 年 11 ⽉ 10 ⽇

スギホールディングス株式会社

M&A を戦略実施⼿段として⽤いることに伴い、のれん定期償却を回避することを主⽬的として、IFRS 導⼊を
検討した結果、多⼤なる負担がかかることがわかっています。

1. プロジェクトマネジメント（PMO）と体制構築

1.1. 調査・分析フェーズ：計画の策定と⼟台作り
 全体計画策定と PMO 機能設計：IFRS 導⼊の⽬的検討と、その後の作業を⾒据えた全体計画の策定、

および導⼊計画書の作成
 リソース管理：プロジェクトを推進するために必要なリソース（要員、予算）の管理⽅針を決定
 WBS とスケジュール策定：最終的な財務諸表作成に⾄るまでのタスクを識別し、後⼯程を考慮しつつ

計画的に作業を実施するための WBS（作業分解図）を作成およびマスタースケジュールを策定
 プロジェクトの統制：プロジェクトの進捗、課題、および⼯数を管理するためのプロジェクトマネジ

メント（WBS、課題管理、⼯数管理等）の仕組みの設計
 グループ会社/関連部⾨との調整：早期に利害関係者を特定し、プロジェクトへの役割分担検討と体制

構築を実施
1.2. 導⼊フェーズ以降：実⾏と統制

 タスク実⾏：経理メンバーが中⼼となり、プロジェクトチームを組成、タスク実⾏
 進捗・課題管理：全体 PMO および各領域 PMO メンバーが、進捗・課題管理と課題解決サポートを

実施
 成果物確認：各タスクの成果物について、社内での成果物確認を⾏い、品質を担保する。その後、監

査⼈との協議結果に基づく成果物改良⽅針の検討を⾏い、必要に応じて成果物の改良を実施。

2. 財務会計・開⽰領域：IFRS 会計⽅針と決算体制の整備

2.1. 調査・分析フェーズ：⽅針の決定
 会計⽅針の決定：IFRS は類似の状況における同様の取引及び事象に関し、統⼀された会計処理が必要

となるため、グループ全体に共通する会計⽅針を設定する必要がある。経理規程体系・策定スケジュ
ール、体制等を検討し、経理規程の作成に着⼿する。

 GAAP 差異分析：⽇本基準と IFRS との GAAP 差異分析を実施し、IFRS 導⼊の影響分析を⾏う。
 開⽰⽅針の検討：開⽰分量が⼤幅に増加するため、開⽰検討⽅針および開⽰項⽬の検討を⾏う。開⽰

雛型の作成に着⼿。
2.2. 導⼊フェーズ：詳細な設計と準備

 勘定科⽬と仕訳の定義：連結勘定科⽬定義書の作成と、新しい勘定科⽬の定義・作成を⾏う。IFRS 適
⽤に伴う組替仕訳・連結仕訳の検討をおこなう。

 個別論点対応：⼩売業における資産の減損、リース、棚卸資産の売価還元法など、特に影響の⼤きい
個別論点の対応⽅針を具体的に検討。

 モデル財務諸表の作成：新しい会計⽅針に基づき、モデル財務諸表を作成し、開⽰イメージを具体
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化。 
 連結 PKG の作成：連結決算に必要な連結 PKG の整備 

2.3. 並⾏開⽰期間：検証と体制整備 
 開始残⾼の確定：IFRS 移⾏⽇における期⾸開始残⾼作成（調整表作成）を実施 
 ドライラン（決算リハーサル）：並⾏開⽰期間において、IFRS ベースのドライラン（決算リハーサ

ル）を計画的に実施する。この過程で IFRS PL・期末 FS 調整表作成のトライアルを⾏う。 
 決算体制整備：IFRS 決算に対応するための並⾏開⽰単体・連結決算体制整備と運⽤体制整備を実施 

 

3. システム・業務（内部統制）領域：インフラとプロセスの再構築  

3.1. 調査・導⼊フェーズ：要件定義と開発 
 業務フローの定義と差異分析：現状の業務フローを確認し、IFRS に基づくあるべき業務フローを定義

づける。両者の差異分析を⾏い、業務プロセス上の課題を抽出 
 システム要件定義：現状の業務フローに基づき、業務システム基本要件を洗い出し。システム要件定

義、システム設計を⾏い、システム詳細要件定義へと落とし込む。 
 業務マニュアル作成：定義されたあるべき業務フローに基づき、業務マニュアルの作成を⾏う。 
 連結システム開発：（必要に応じて）連結システムについて、要件に基づき開発を実施。 

3.2. 並⾏開⽰期間：テストと定着化 
 テストの実施：開発されたシステムおよび業務プロセスが要件通りに機能するかを検証するため、ユ

ーザー受⼊テスト（UAT）と各種テストを実施。 
 トレーニングと本番移⾏：システムや業務フローの変更点について、利⽤者へのトレーニングを実施

し、準備が整い次第本番移⾏を⾏う。 
 J-SOX 対応：IFRS に基づく新しい業務プロセスやシステム環境における J-SOX 対応（内部統制の評

価・整備）を実施。 
 運⽤・定着化：決算業務における新しい業務プロセスを運⽤、定着 

 

4. グループ展開・決算⽇統⼀領域：連結決算体制の確⽴  

4.1. グループ展開 
 展開計画の策定：グループ各社への IFRS 導⼊プロジェクトへの関与⽅法と、会計要件やシステム要件

の展開計画を策定 
 グループ会社への展開：策定した計画に基づき、グループ会社に IFRS 対応のための経理規定展開、

PKG 展開、新 CoA 展開（新しい勘定科⽬表）を実施 
 IFRS 対応計画実⾏：グループ各社における IFRS 対応計画実⾏を管理・推進 

4.2. 決算⽇統⼀ 
 計画策定と影響分析：決算⽇統⼀の対象会社を検討し、統⼀計画を作成これに伴う開⽰影響分析や期

ズレ解消個社計画の策定を⾏う 
 活動の実施：策定した計画に基づき、決算⽇統⼀活動の実施や、⼦会社による期ズレ解消・仮決算対

応実施を推進 
 トライアル決算：決算⽇統⼀後、またはその準備としてトライアル決算を実施し、新しい決算スケジ

ュールとプロセスを検証する。 
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5. プロジェクト成功に向けた当社の役割と監査法⼈とのサポート 

 意思決定の責任：IFRS 会計⽅針の選択や IFRS 導⼊の意思決定は、当社経営者・役職員の責任であ
り、監査⼈はこれに直接的な関与はしない。 

 成果物の作成と実⾏：IFRS 財務諸表や修正仕訳の作成実務、連結システムへの⼊⼒、プロジェクトマ
ネジャーとしての活動は、独⽴性の観点から監査⼈が実施不能な業務である。⾃社がこれらのタスク
実⾏（◎主担当）の責任を負う。 

 監査⼈の活⽤：トーマツは、先⾏事例の提供、IFRS 会計要件に関するタスク検討助⾔、経理規程や開
⽰雛型などの成果物確認といった助⾔業務を提供する。当社は、これらの助⾔を活⽤し、⼿戻りのな
いタスク運営を推進する。 

 

6. ⼩売業における主要論点と対応の重要性  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


